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2019 年度  ジェトロ 中南米進出日系企業実態調査 

 
本調査へご協力いただき、誠にありがとうございます。回答時間は約 20～30分です。 

1. 本調査は、進出日系企業(日本側による直接、間接の出資比率が 10％以上の企業)の動向を把握するために、
毎年実施しております。中南米地域の日系企業の事業環境をお伺いすることを目的としておりますので、
現地の視点でご回答いただくようお願い申し上げます。質問の中で「貴社」としている部分は、すべて進出
国の現地法人もしくは支店を意味します。 

2. ご回答いただいた内容はすべて統計的に処理いたしますので、個別企業の情報が対外的に公表されること
はございません。今回ご提供頂くご回答者様の個人情報は適切に管理し、ジェトロの調査業務に関わ
る用途にのみ使用いたします。弊機構の個人情報保護方針については、弊機構ホームページ（下記
URL）をご覧下さい。  
http://www.jetro.go.jp/privacy/ 

3. ご回答の入力にあたり、システム上の問題点等ありましたら、以下までお問い合わせください。（調査内容
や記入方法等のお問い合わせは、当調査票を送付した各ジェトロ海外事務所にお寄せください） 

 
日本貿易振興機構（ジェトロ） 海外調査部 米州課中南米班（担当：辻本希世、佐藤輝美） 

〒107-6006 東京都港区赤坂 1－12－32 アーク森ビル 6階 
   TEL:03-3582-4690/FAX:03-3587-2485/E-mail: orb-latin@jetro.go.jp 

 

回答締め切り  2019年 11月 8日 

 

＜貴社に関するデータ＞【必須回答】 

【貴社の所在国】 

☐メキシコ    ☐コロンビア   ☐ベネズエラ   ☐ペルー   ☐チリ 

☐アルゼンチン ☐ブラジル 

 

 

【貴社名】 

（和文もしくは英文）                                      

【回答者ご芳名】 

 

【回答者ご芳名】 

 

【回答者お役職】（任意）  

 

【電話番号】  

 

【電子メールアドレス】  

 

【日本の親会社名】 

 

【中南米事業の統括拠点】（中南米事業を統括している拠点の所在国をお答えください） 

☐日本本社   ☐北米拠点（北米本社）   ☐中南米拠点（中南米本社）（所在国名：      ） 

☐その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.jetro.go.jp/privacy/
mailto:orb-latin@jetro.go.jp
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【業  種】(貴社の事業分野において主たる業種を１つお選びください。) 【必須回答】 

＜製造業*＞ 
（*貴地にて生産･加工活動をおこなっている企業が該当します。日本の親会社がメーカーであっても、貴地
で製品販売のみをおこなっている場合は、＜非製造業＞分類のなかの「販売会社」に該当します。） 
 
  食品・農水産加工品  繊維(紡績・織物・化学繊維)  衣服・繊維製品 
  木材・木製品  家具・インテリア製品  紙・パルプ 
  化学品・石油製品  プラスチック製品  医薬品 
  ゴム製品  窯業・土石  鉄鋼(鋳鍛造品を含む) 
  非鉄金属  金属製品(メッキ加工を含む)  一般機械(金型・機械工具を含 

 電気機械・電子機器  電気・電子部品  輸送用機器（自動車・二輪車） 
  輸送用機器部品（自動車・二輪車）  精密機器  

  医療機器  印刷・出版  その他製造業（   ） 
 
 
＜非製造業＞ 
  漁・水産業  農・林業  鉱業 
  流通  商社        販売会社（主要商品：   ） 
  銀行  保険       証券 
  運輸・倉庫  不動産       法務・税務 
  ホテル・旅行・外食  通信・ソフトウエア      建設・プラント 
  その他サービス業（    ） 
 

【業 態】（貴社の生産/販売する代表的な品目の主な顧客をお選びください） 

  企業  一般消費者  その他（     ） 
 

【分 類】（日本本社の分類について、大企業 or中小企業*のどちらに該当するかをお選びください） 

【必須回答】 

 大企業  中小企業  
 
*日本の中小企業基本法の定める中小企業の範囲（以下のいずれか）に該当すれば中小企業となります。   
(1)製造業、建設業、運輸業、その他(2)～(4)を除く業種：資本金が 3億円以下または従業員数が 300人以
下の会社 
(2)卸売業：資本金が 1億円以下または従業員数が 100人以下の会社 
(3)サービス業：資本金 5,000万円以下または従業員数が 100人以下の会社 
(4)小売業：資本金 5,000万円以下または従業員数が 50人以下の会社 
 
 
【進出形態】（該当する進出形態をお選びください。合弁の場合、合弁相手として日系、地場、その他をお

選び下さい）【必須回答】 

 1) 独資  
 

  2) 合弁（自己資本 50％超）  日系   地場   その他（国名：         ） 
 

 3) 合弁（自己資本 50％以下）  日系   地場   その他（国名：         ） 
 

 4) 支店 
 

 5) 駐在員事務所（または自己資本 10％以下） 
 
         

 
【設立年】（西暦）              年 ※日本からの進出（出資）年 【必須回答】  
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【従業員数】（貴社の現時点での従業員数（概数）をそれぞれご記入ください。【総数のみ必須回答】 

総数          人、うち正規雇用           人 

＜製造業・非製造業共通設問＞ 

１．【営業見通し】 

 

設問 1  2019年（1～12月）の営業利益見込みについてお選びください。【必須回答】 
 

 1) 黒字  2) 均衡    3) 赤字 
 
設問 2 2019年（1～12月）の営業利益見込みは前年実績に比べて、どう変わりますか。【必須回答】 
 

 1) 改善  2) 横ばい  3) 悪化 
〔⇒設問 3へ〕  〔⇒設問 5へ〕 〔⇒設問 4へ〕 

 

設問 3 (1)設問 2で 2019年の営業利益見込みが「改善」する理由は何ですか。【必須回答】 
【複数回答可】 

 1) 輸出拡大による売上増加 
 2) 現地市場での売上増加 
 3) 為替変動 
 4) 調達コストの削減 
 5) 人件費の削減 
 6) その他支出（管理費、光熱費、燃料費等）の削減 
 7) 生産効率の改善（製造業のみ）※1 

 8) 販売効率の改善 ※2 

  9)現地政府他国政府の政策による影響(具体的に教えてください) 
 10）FTA、関税見直しなど通商ルールの変更（第三国のルールを含む） 
 0) その他（              ） 

 
※1 ここでの「生産効率の改善」とは、セル生産方式など製造工程の改善や、生産管理での電子

化などを含みます。 
※2 ここでの「販売効率の改善」とは、商品物流の効率化や在庫の削減などを含みます。 

 
設問 4 (1)設問 2で 2019年の営業利益見込みが「悪化」する理由は何ですか。【必須回答】 
【複数回答可】 

 1) 輸出低迷による売上減少 
 2) 現地市場での売上減少 
 3) 為替変動 
 4) 調達コストの上昇 
 5) 人件費の上昇 
 6) その他支出（管理費、光熱費、燃料費等）の増加  
 7) 金利の上昇 
 8) 販売価格への不十分な転嫁 
 9) 現地政府・他国政府の政策による影響(具体的に教えてください) 
 10）FTA、関税見直しなど通商ルールの変更（第三国のルールを含む） 
 0) その他（              ） 

 
設問 5 2019年の営業利益は、2018年と比べて、どのような見通しを描いていますか。【必須回答】 
 
  1) 改善  2) 横ばい  3) 悪化  

〔⇒設問 6へ〕     〔⇒設問 8へ〕     〔⇒設問 7へ〕 
 
設問 6 設問 5で 2019年の営業利益見通しが「改善」を選択した場合、その理由は何ですか。 

【必須回答】【複数回答可】 
 1) 輸出拡大による売上増加 
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 2) 現地市場での売上増加 
 3) 為替変動 
 4) 調達コストの削減 
 5) 人件費の削減 
 6) その他支出（管理費、光熱費、燃料費等）の削減 
 7) 生産効率の改善（製造業のみ）※1 
 8) 販売効率の改善 ※2 

 9) 現地政府・他国政府の政策による影響(具体的に教えてください) 
 10）FTA、関税見直しなど通商ルールの変更（第三国のルールを含む） 
 0) その他（              ） 

 
 

※1 ここでの「生産効率の改善」とは、セル生産方式など製造工程の改善や、生産管理での電子
化などを含みます。 

※2 ここでの「販売効率の改善」とは、商品物流の効率化や在庫の削減などを含みます。 
 
設問 7 設問 5で 2019年の営業利益見通しが「悪化」を選択した場合、その理由は何ですか。 

【必須回答】【複数回答可】 
 1) 輸出低迷による売上減少 
 2) 現地市場での売上減少 
 3) 為替変動 
 4) 調達コストの上昇 
 5) 人件費の上昇 
 6) その他支出（管理費、光熱費、燃料費等）の増加 
 7) 金利の上昇 
 8) 販売価格への不十分な転嫁 
 9) 現地政府・他国政府の政策による影響(具体的に教えてください) 
 10）FTA、関税見直しなど通商ルールの変更（第三国のルールを含む） 
 0) その他（              ） 

 

 

２．【今後の事業展開】 

 
設問 8 今後 1～2年の事業展開の方向性として、最も適当な項目をお選びください。【必須回答】 
 

 1) 拡大    2) 現状維持   3)-1縮小    3)-2第三国（地域）へ移転、撤退 
〔⇒設問 9へ〕 〔⇒設問 12へ〕  〔⇒設問 11へ〕 〔⇒設問 11 へ〕 

 
設問 9 設問 8で「拡大」を選択した場合、その理由を以下からお選びください。 

【必須回答】【複数回答可】 
 1) 輸出拡大による売上増加 
 2) 現地市場での売上増加 
 3) 成長性、潜在力の高さ 
 4) 高付加価値製品・サービスへの高い受容性 
 5) コストの低下（調達コスト、人件費など） 
 6) 規制の緩和 
 7) 労働力確保の容易さ 
 8) 生産・販売ネットワーク見直し 
 9) 取引先との関係 
 10) 現地政府・他国政府の政策による影響(具体的に教えてください) 
 11）FTA、関税見直しなど通商ルールの変更（第三国のルールを含む） 
 0) その他（              ） 

 
設問 10 設問 8で「拡大」を選択した場合、具体的にどのような機能を拡大するか、以下からお選

びください。【必須回答】【複数回答可】 
  1) 販売機能 
 2) 生産（汎用品） 
 3) 生産（高付加価値品） 
 4) 研究開発 
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 5) 地域統括機能 
 6) 物流機能 
 7) サービス事務機能（シェアードサービスセンター、コールセンターなど） 
 8) その他（      ） 

 
 
設問 11 設問 8で「縮小」「第三国（地域）へ移転、撤退」を選択した場合、その理由をお答えくだ

さい。必須回答】【複数回答可】 
 1) 輸出低迷による売上の減少 
 2) 現地市場での売上の減少 
 3) 成長性、潜在力の低さ 
 4) 高付加価値製品・サービスへの低い受容性 
 5) コストの増加（調達コスト、人件費など） 
 6) 規制の強化 
 7）労働力確保の難しさ 
 8) 生産・販売ネットワーク見直し 
 9) 取引先との関係 
 10) 現地政府・他国政府の政策による影響(具体的に教えてください) 
 11）FTA、関税見直しなど通商ルールの変更（第三国のルールを含む） 
 0) その他（              ） 

 

問 12 貴社の従業員数について以下の設問にお答えください。 【必須回答】 

 現地従業員 日本人駐在員 

増加 横ばい 減少 増加 横ばい 減少 

過去一年間の変化 □ □ □ □ □ □ 

今後の予定 □ □ □ □ □ □ 

 

 

３．【経営上の問題点】 

 
貴社の経営において、現地で特に深刻な問題点と認識しているものは何ですか。以下の各項目に

ついて該当するものをお選びください。 
 
設問 13 販売・営業面での問題点は何ですか。【複数回答可】【必須回答】 
 
□1) 本社からの発注量の減少 
□2) 取引先からの発注量の減少 
□3) 主要取引先からの値下げ要請 
□4) 主要販売市場の低迷（消費低迷） 
□5) 新規顧客の開拓が進まない 
□6) 世界的な供給過剰構造による販売価格の下落 
□7) 現地市場への安価な輸入品の流入 
□8) 競合相手の台頭（品質面で競合） 
□9) 競合相手の台頭（コスト面で競合） 
□10) 現地の規制緩和が進まない  
□11) 売掛金回収の停滞 
□12) その他の問題（                                 ） 
□13) 特に問題はない 
 
設問 14 財務・金融・為替面での問題点は何ですか。【複数回答可】【必須回答】 
 
□1) 業務規模拡大に必要なキャッシュフローの不足 
□2) 現地での金融機関からの資金調達が困難 
□3) 現地通貨の対ドル為替レートの変動 
□4) 現地通貨の対円為替レートの変動 
□5) 円の対ドル為替レートの変動 
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 □6) 資金調達・決済に関わる規制 
 □7) 対外送金に関わる規制 
 □8) 税務（法人税、移転価格課税など）の負担 
 □9) 金利の上昇 
 □10) その他の問題（                                 ） 
 □11) 特に問題はない 
 
設問 15 雇用・労働面での問題点は何ですか。【複数回答可】【必須回答】 
 
 □1) 従業員の賃金上昇 
□2) 人材（一般スタッフ・事務員）の採用難 
□3) 人材（中間管理職）の採用難 

 □4) 人材（一般ワーカー）の採用難（製造業のみ） 
□5) 人材（技術者）の採用難（製造業のみ） 

 □6) 従業員の定着率 
□7) 従業員の質 

 □8) 日本人出向役職員（駐在員）のコスト 
 □9) 日本人出向役職員（駐在員）への査証発給制限 
 □10) 解雇・人員削減に対する規制 
 □11) 管理職、現場責任者の現地化が困難 
 □12) 外国人労働者の雇用規制 
 □13) 労働訴訟問題 
 □14) 労使紛争・組合・ストライキ 
 □15) その他の問題（                                 ） 
 □16) 特に問題はない 

 

設問 16 貿易制度面での問題点は何ですか。【複数回答可】【必須回答】 
 □1) 通関等諸手続きが煩雑 
 □2) 通関に時間を要する 
 □3) 通達・規則内容の周知徹底が不十分 
 □4) 関税の課税評価査定／分類認定基準が不明瞭 
 □5) 輸入関税が高い 
 □6) 検査制度が不明瞭 
 □7) 非関税障壁※が高い 
 □8) 検疫制度が厳格または不透明 
 □9) 輸出制限・輸出税がある 
 □10) その他の問題（                                 ） 
 □11) 特に問題はない 
※非関税障壁とは、輸入商品から国内産業を保護する手段の１つで、関税によらない輸入

抑制手段のこと。輸入数量制限や貿易に直接関与しない生産補助金や消費税などもその
例です。 

 
設問 17 【製造業のみお答えください。非製造業は設問 18へ】生産面での問題点は何ですか。 
【複数回答可】【必須回答】 
 □1) 設備面での生産能力の不足 
 □2) 限界に近づきつつあるコスト削減 
 □3) 調達コストの上昇 
 □4) 原材料・部品の現地調達の難しさ 
 □5) 短期間での生産品目の切り替えが困難 
 □6) 品質管理の難しさ 
 □7) 資本財・中間財輸入に対する高関税 
□8) 電力不足・停電 

 □9) 物流インフラの未整備 
 □10) 環境規制の厳格化 
□11) その他の問題（                                  ） 
□12) 特に問題はない 

 
 
４．【投資環境上のメリットとリスク】 
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設問 18  投資環境面でのメリット（長所）は何ですか。【複数回答可】【必須回答】 

 □1) 安定した政治・社会情勢 
 □2) 市場規模／成長性 
□3) 土地／事務所スペースが豊富、地価／賃料の安さ 

 □4) インフラの充実 
       1) ☐電力 2) ☐通信 3) ☐工業用水 4) ☐ガス 5) ☐道路 6) ☐港湾 

7) ☐その他（         ）【複数回答可】 
□5) 裾野産業の集積（現地調達が容易） 

 □6）取引先（納入先）企業の集積 
 □7）人件費の安さ 
 □8) 従業員の雇いやすさ（一般ワーカー、一般スタッフ・事務員等） 
□9) 従業員の雇いやすさ（専門職・技術職、中間管理職等） 

 □10) 従業員の定着率の高さ 
 □11) 従業員の質の高さ（一般ワーカー） 
□12) 従業員の質の高さ（専門職・技術職） 
□13) 従業員の質の高さ（中間管理職） 

 □14) （法人税、輸出入関税など）税制面でのインセンティブ  
 □15) 迅速で簡素な行政手続き（許認可など） 
 □16) 簡素で透明性の高い税制・税務手続き 
 □17) 整備された法制度、明確な運用 
 □18) 迅速で簡素なビザ・就労許可取得手続き 
 □19) 安定した為替 
 □20) 言語・コミュニケーション上の障害の少なさ  
 □21) 駐在員の生活環境が優れている 
 □22) その他（                                 ） 
 □23) 特にない 
 

設問 19 投資環境面でのリスク（問題点）は何ですか。【複数回答可】【必須回答】 

 □1) 不安定な政治・社会情勢 
 □2) 現地政府の不透明な政策運営（産業政策、エネルギー政策、外資規制など） 
 □3) 土地／事務所スペースの不足、地価／賃料の上昇  
 □4) インフラの未整備 
      1) ☐電力 2) ☐通信 3) ☐工業用水 4) ☐ガス 5) ☐道路 6) ☐港湾 

7) ☐その他（         ）【複数回答可】 
 □5)未成熟・未発展な裾野産業 
 □6) 人件費の高騰 
 □7) 従業員の離職率の高さ 
 □8) 労働力の不足・人材採用難（一般ワーカー、一般スタッフ・事務員等） 
 □9) 労働力の不足・人材採用難（専門職・技術職、中間管理職等） 
 □10）労働争議・訴訟 
 □11) 行政手続きの煩雑さ（許認可など） 
 □12) 税制・税務手続きの煩雑さ 
□13) 法制度の未整備・不透明な運用 

 □14) ビザ・就労許可取得の困難さ・煩雑さ 
 □15) 不安定な為替 
 □16) 知的財産権保護の欠如 
 □17) 取引リスク（代金回収リスク等） 
 □18) 消費者運動・排斥運動（不買運動、市民の抗議等） 
 □19) 外国人・企業を対象とした犯罪（殺障害、誘拐、強盗・盗難、詐欺等） 
□20) テロ 

 □21) 自然災害 
 □22) 環境汚染 
 □23) 特に問題はない 

 

５．【市場開拓に向けた取り組み、競争力の源泉】 
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設問 20 貴現地法人の事業活動における貴国での同業種企業との競合状況について（単一回答） 

    ①以下の企業で貴社と最も競合関係があるのはどの企業ですか【必須回答】 

☐日系企業 ☐米国系企業 ☐欧州系企業 ☐中国系企業 ☐韓国系企業 

☐その他アジア系企業 ☐中近東系企業 ☐地場資本企業 ☐他の中南米系企業 

☐競合なし     □その他 

 

②過去 1年間で設問①の企業との競合の状況はどのように変化しましたか（①で「競合なし」の場

合、②の未入力可）【必須回答】 

☐競合が激化       ☐競合状況に変化なし      ☐競合は緩和 

 

＜原材料・部品の調達状況について（現地製造を行う企業のみお答えください）＞ 製造業のみ 
設問 21 部品・原材料の調達先の内訳についてご記入ください。（金額ベース。おおよその数値でか

まいません。合計が 100 となるようご記入ください。） 
  

 1) 現地 （     ％）  2) 日本    （     ％） 
 3) 米国  （     ％）  4) ブラジル  （     ％） 
 5) メキシコ （     ％）  6) アルゼンチン（     ％） 
 7) その他中南米 （     ％）  8) 中国  （     ％） 
 9) 韓国 （     ％）  10)ASEAN  （     ％） 
 11)その他アジア （     ％）  12)欧州  （     ％） 
 13)中東          （     ％）     14)オセアニア （     ％） 

15)その他 （     ％） 
  
 
設問 22 設問 21において「現地」からの調達がある場合、その内訳についてご記入ください。（金額
ベース。おおよその数値でかまいません。合計が 100となるようご記入ください。）製造業のみ 

  
 1)現地進出日系企業 （   ％） 
 2)地場企業 （   ％） 
 3)その他外資企業 （   ％） 

 

＜自由貿易協定、経済連携協定等の活用状況について＞ 
中南米地域では、多国間や二国間での各種 FTA（自由貿易協定）、EPA(経済連携協定)、ACE(経済

補完協定、自動車協定等）や特恵貿易協定等の構築・関税削減が進展しています。貴社のこれら
FTA/EPA/ACE 等の活用状況に関し、お伺いします。（関税先行引き下げ措置/アーリー・ハーベスト※

含む） 
※「アーリー・ハーベスト」とは、特定品目の早期関税引き下げを指します。 

 
設問 23 貴社では、輸出入において、既存（発効済み）の二国間／多国間での FTA/EPA/ACE等を利

用されていますか。また未発効/交渉段階のものについては、どうお考えですか。例とし
て挙げていない相手国名については下欄（  ）内に記載願います。 
（輸出入を行っている企業のみお答えください） 
【複数回答可】 【任意回答】 

 

＜メキシコ＞ 

 現在、次の国/地域と

の間で輸出 or 輸入を

行っている場合はチ

ェックしてください。 

 輸出に際して、 

FTA 等の優遇税率を利用して

いる/利用を検討しています

か。 

輸入に際して、 

FTA 等の優遇税率を利用してい

る/利用を検討していますか。 
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輸出して

いる 

輸入してい

る 

利用して

いる 

利用を検

討中 

利用してい

ない（予定

なし） 

利用して

いる 

利用を検

討中 

利用していな

い（予定な

し） 

日本 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

NAFTA ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

メルコスール ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

中米 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

チリ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

コロンビア ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

ボリビア ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

ペルー ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

EU ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

（   ） ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

（   ） ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

※NAFTA＝米国、カナダ、メキシコ 

※メルコスール＝ブラジル、アルゼンチン、パラグアイ、ウルグアイ、（ベネズエラ） 

※中米＝グアテマラ、エルサルバドル、ホンジュラス、ニカラグア、コスタリカ、パナマ 
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輸出に際して CPTPP（TPP11）の利用を検討し

ていますか。また既存の FTA 等の協定がある

場合、併用を検討しますか。 

 

輸入に際して CPTPP（TPP11）の利用を検討しています

か。また既存の FTA 等の協定がある場合、併用を検討し

ますか。 

利用中 利用を 

検討中 

利用の 

予定なし 

既存の協定と 

併用を検討 

 利用中 利用を 

検討中 

利用の 

予定なし 

既存の協定と 

併用を検討 

ペルー ☐ ☐ ☐ ☐  ☐ ☐ ☐ ☐ 

チリ ☐ ☐ ☐ ☐  ☐ ☐ ☐ ☐ 

カナダ ☐ ☐ ☐ ☐  ☐ ☐ ☐ ☐ 

オーストラリア ☐ ☐ ☐   ☐ ☐ ☐  

ニュージーラン

ド 

☐ 
☐ ☐  

 ☐ 
☐ ☐  

マレーシア ☐ ☐ ☐   ☐ ☐ ☐  

ベトナム ☐ ☐ ☐   ☐ ☐ ☐  

ブルネイ ☐ ☐ ☐   ☐ ☐ ☐  

シンガポール ☐ ☐ ☐   ☐ ☐ ☐  

日本 ☐ ☐ ☐ ☐  ☐ ☐ ☐ ☐ 

 

＜ブラジル＞ 

 現在、次の国/地域

との間で輸出 or

輸入を行っている

場合はチェックし

てください。 

 
輸出に際して、 

FTA 等の優遇税率を利用

している/利用を検討して

いますか。 

輸入に際して、 

FTA 等の優遇税率を利用

している/利用を検討して

いますか。 

輸出して 

いる 

輸入して 

いる 
 

利用して 

いる 

利用を 

検討中 

利用して

いない

（予定な

し） 

利用して 

いる 

利用を 

検討中 

利用して

いない

（予定な

し） 

発効済

の

FTA/EPA

等 

メルコスール ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

メキシコ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

アンデス共同

体 
☐ 

☐ 

→ 
☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

☐  

チリ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

インド ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

エジプト ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

コロンビア ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

南部アフリカ

関税同盟 
☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

（   ） ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  
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（   ） ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

未発効

の

FTA/EPA

等 

EU ☐ ☐  →  ☐ ☐   ☐ ☐  

EFTA ☐ ☐  →  ☐ ☐   ☐ ☐  

韓国 ☐ ☐  →  ☐ ☐   ☐ ☐  

シンガポール ☐ ☐  →  ☐ ☐   ☐ ☐  

カナダ ☐ ☐  →  ☐ ☐   ☐ ☐  

日本 ☐ ☐ →  ☐ ☐  ☐ ☐ 

※メルコスール＝ブラジル、アルゼンチン、パラグアイ、ウルグアイ、（ベネズエラ） 

※アンデス共同体＝ボリビア、コロンビア、エクアドル、ペルー 

※EFTA＝ノルウェー、スイス、アイスランド、リヒテンシュタイン 

 

 

＜アルゼンチン＞ 

 現在、次の国/地域

との間で輸出 or

輸入を行っている

場合はチェックし

てください。 

 
輸出に際して、 

FTA 等の優遇税率を利用

している/利用を検討して

いますか。 

輸入に際して、 

FTA 等の優遇税率を利用

している/利用を検討して

いますか。 

輸出して

いる 

輸入して

いる 
 

利用して

いる 

利用を検

討中 

利用して

いない

（予定な

し） 

利用して

いる 

利用を検

討中 

利用して

いない

（予定な

し） 

発効済

の

FTA/EPA

等 

メルコスール ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

メキシコ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

アンデス共同

体 
☐ 

☐ 

→ 
☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

☐  

チリ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

インド ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

エジプト ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

コロンビア ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

南部アフリカ

関税同盟 
☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

(     ） ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

(     ） ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

未発効

の

FTA/EPA

等 

EU ☐ ☐  →  ☐ ☐   ☐ ☐  

EFTA ☐ ☐  →  ☐ ☐   ☐ ☐  

韓国 ☐ ☐  →  ☐ ☐   ☐ ☐  

シンガポール ☐ ☐  →  ☐ ☐   ☐ ☐  

カナダ ☐ ☐  →  ☐ ☐   ☐ ☐  

日本 ☐ ☐ →  ☐ ☐  ☐ ☐ 



 

Copyright (C) 2020 JETRO. All rights reserved. 12 

※メルコスール＝ブラジル、アルゼンチン、パラグアイ、ウルグアイ、（ベネズエラ） 

※アンデス共同体＝ボリビア、コロンビア、エクアドル、ペルー 

※EFTA＝ノルウェー、スイス、アイスランド、リヒテンシュタイン 

 

＜チリ＞ 

 現在、次の国/地域

との間で輸出 or

輸入を行っている

場合はチェックし

てください。 

 
輸出に際して、 

FTA 等の優遇税率を利用

している/利用を検討して

いますか。 

輸入に際して、 

FTA 等の優遇税率を利用

している/利用を検討して

いますか。 

輸出して

いる 

輸入して

いる 
 

利用して

いる 

利用を検

討中 

利用して

いない

（予定な

し） 

利用して

いる 

利用を検

討中 

利用して

いない

（予定な

し） 

発効済

の

FTA/EPA

等 

メルコスール ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

メキシコ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

中米 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

アンデス共同

体 
☐ 

☐ 

→ 
☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

☐  

米国 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

カナダ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

日本 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

中国 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

韓国 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

ベトナム ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

マレーシア ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

インド ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

EU ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

EFTA ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

ウルグアイ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

(    ） ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

(    ） ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

※メルコスール＝ブラジル、アルゼンチン、パラグアイ、ウルグアイ、（ベネズエラ） 

※中米＝グアテマラ、エルサルバドル、ホンジュラス、ニカラグア、コスタリカ、パナマ 

※アンデス共同体＝ボリビア、コロンビア、エクアドル、ペルー 

※EFTA＝ノルウェー、スイス、アイスランド、リヒテンシュタイン 
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 輸出に際して CPTPP（TPP11）の利用を検

討していますか。また既存の FTA 等の協

定がある場合、併用を検討しますか。 

輸入に際して CPTPP（TPP11）の利用を検討

していますか。また既存の FTA等の協定が

ある場合、併用を検討しますか。 

利用を

検討中 
利用の予定なし 

既存の協定と併用

を検討 

利用を検討

中 

利用の予定な

し 

既存の協定と併

用を検討 

メキシコ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

ペルー ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

カナダ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

オーストラリア ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

ニュージーランド ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

マレーシア ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

ベトナム ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

ブルネイ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

シンガポール ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

日本 ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

 

＜ペルー＞ 

 現在、次の国/

地域との間で

輸出 or 輸入

を行っている

場合はチェッ

クしてくださ

い。 

 

輸出に際して、 

FTA 等の優遇税率を利用

している/利用を検討して

いますか。 

輸入に際して、 

FTA 等の優遇税率を利用

している/利用を検討して

いますか。 

輸出

して

いる 

輸入して

いる 
 

利用して

いる 

利用を検

討中 

利用して

いない

（予定な

し） 

利用して

いる 

利用を検

討中 

利用して

いない

（予定な

し） 

発効済

の

FTA/EPA

等 

メルコスール ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

メキシコ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

中米 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

アンデス共同体 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

チリ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

米国 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

カナダ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

日本 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

中国 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

韓国 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

タイ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

EU ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  
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EFTA ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

（   ） ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

（   ） ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

未 発 効

の

FTA/EPA

等 

オーストラリア ☐ ☐ →  ☐ ☐  ☐ ☐ 

※メルコスール＝ブラジル、アルゼンチン、パラグアイ、ウルグアイ、（ベネズエラ） 

※中米：コスタリカ、パナマ、ホンジュラス 

※アンデス共同体＝ボリビア、コロンビア、エクアドル、ペルー 

※EFTA＝ノルウェー、スイス、アイスランド、リヒテンシュタイン 

 

 輸出に際して CPTPP（TPP11）の利用を検討

していますか。また既存の FTA等の協定が

ある場合、併用を検討しますか。 

輸入に際して CPTPP（TPP11）の利用を検討

していますか。また既存の FTA等の協定が

ある場合、併用を検討しますか。 

利用を検

討中 
利用の予定なし 

既存の協定と併用

を検討 

利用を検討

中 

利用の予定な

し 

既存の協定と併

用を検討 

メキシコ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

チリ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

カナダ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

オーストラリア ☐ ☐  ☐ ☐  

ニュージーランド ☐ ☐  ☐ ☐  

マレーシア ☐ ☐  ☐ ☐  

ベトナム ☐ ☐  ☐ ☐  

ブルネイ ☐ ☐  ☐ ☐  

シンガポール ☐ ☐  ☐ ☐  

日本 ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

 

 

＜コロンビア＞ 

 現在、次の国/

地域との間で

輸出 or 輸入

を行っている

場合はチェッ

クしてくださ

い。 

 

輸出に際して、 

FTA 等の優遇税率を利用

している/利用を検討して

いますか。 

輸入に際して、 

FTA 等の優遇税率を利用

している/利用を検討して

いますか。 
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輸

出

し

て

い

る 

輸入して

いる 

 

利用して

いる 

利用を検

討中 

利用して

いない

（予定な

し） 

利用して

いる 

利用を検

討中 

利用して

いない

（予定な

し） 

発 効 済

の

FTA/EPA

等 

メルコスール ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

メキシコ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

中米 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

アンデス共同体 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

チリ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

米国 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

カナダ ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

EU ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

EFTA ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

韓国 ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

（    ） ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

（    ） ☐ ☐ → ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐  

交渉中/

未発効の

FTA/EPA 

日本 ☐ ☐ →  ☐ ☐  ☐ ☐ 

イスラエル ☐ ☐ →  ☐ ☐  ☐ ☐ 

※メルコスール＝ブラジル、アルゼンチン、パラグアイ、ウルグアイ、（ベネズエラ） 

※中米＝グアテマラ、エルサルバドル、ホンジュラス、ニカラグア、コスタリカ、パナマ 

※アンデス共同体＝ボリビア、コロンビア、エクアドル、ペルー 

※EFTA＝ノルウェー、スイス、アイスランド、リヒテンシュタイン 

 

 

 輸出に際して CPTPP（TPP11）の利用を検討

していますか。また既存の FTA等の協定が

ある場合、併用を検討しますか。 

輸入に際して CPTPP（TPP11）の利用を検討

していますか。また既存の FTA等の協定が

ある場合、併用を検討しますか。 

利用を検

討中 
利用の予定なし 

既存の協定と併用

を検討 

利用を検討

中 

利用の予定な

し 

既存の協定と併

用を検討 

メキシコ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

ペルー ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

チリ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

カナダ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ 

オーストラリア ☐ ☐  ☐ ☐  

ニュージーランド ☐ ☐  ☐ ☐  
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マレーシア ☐ ☐  ☐ ☐  

ベトナム ☐ ☐  ☐ ☐  

ブルネイ ☐ ☐  ☐ ☐  

シンガポール ☐ ☐  ☐ ☐  

日本 ☐ ☐  ☐ ☐  

 
設問 24 （輸出を行っている企業のみお答えください）FTA/EPA等を活用するにあたっての輸出面

での問題点をお選びください。 【複数回答可】 （設問 23 で「輸出」を選んだ企業の
み）【必須回答】 

 ☐ 1) 原産地証明書の発給コストが高い 
 ☐ 2) 原産地証明書手続きに時間を要する 
 ☐ 3) 原産地規則の基準を満たせない、もしくは非常に困難 
 ☐ 4) 既存 FTA/EPA等の原産地規則が各々異なり煩雑である 
 ☐ 5) 原産地証明書の取得手続きが煩雑である 
 ☐ 6) FTA/EPA 等利用に向け、調達先の協力が得られにくい 
 ☐ 7) 主要な輸出先との間に FTA/EPA等が存在しない 
 ☐ 8) FTA/EPA 等の貿易協定上の関税割当が機能していない 
 ☐ 9) 社内に対応出来る人材が不足している 
 ☐ 10) 特に問題はない 
 ☐ 11) その他（                                    ） 

 

設問 25 （輸入を行っている企業のみお答えください）FTA/EPA等を活用するにあたっての輸入面

での問題点をお選びください。【複数回答可】 （設問 23で「輸入」を選んだ企業の

み）【必須回答】 
 ☐ 1) FTA/EPA 等利用に向け、調達先の協力が得られない 
 ☐ 2) FTA/EPA 等による特恵税率と一般税率との関税差が少なく、メリットがない 
 ☐ 3) 主要な輸入元との間に FTA/EPA等が存在しない 

☐ 4) 輸入国側税関での厳格な特恵関税認定検査 
☐ 5) 特に問題はない 
☐ 6) その他

（                                     ） 

 

 

６．「米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA、新NAFTA）の影響について」  

 

設問 26 NAFTA再交渉の影響について 

2018年 11月末に署名に至った米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）について、本協定が発効され

た場合の貴社への影響についてご回答ください。 

※米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）案（英語のみ） 

https://ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements/united-states-mexico-canada-

agreement/agreement-between 

（１）1）☐プラスの影響、2）☐マイナスの影響、3）☐プラスとマイナスの影響が同程度、 

4）☐影響はない、5）☐影響の度合いはわからない、6）☐その他 

 

（２）どの項目が貴社の経営に影響を与えると思われるか、具体的事項について以下の選択肢から

お選びください。 
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 分野 具体的事項 

1.  ☐原産地規則 ☐品目別原産地規則（PSR）の見直し 

(以下は自動車産業関連の項目) 

☐賃金条項（高賃金労働者による製造）への対応、 

☐鉄鋼・アルミニウムの域内調達比率（70%）達成義務、 

☐米国通商拡大法232条が発動された場合の自動車及び自動

車部品の適用除外措置（USMCAサイドレター*1）、 

☐第2章別添2-Cに基づく措置（米国が乗用車の関税率を2.5％

より引き上げる措置*2）、 

☐その他 

2. ☐現代化された条項 ☐為替介入を含む競争的な通貨切り下げを自制、 

☐サンセット条項（原則6年おきに行われ、特にクレームが

ない場合は原則16年おきに協定が更新される）、 

☐ISDS条項の撤廃（米国-カナダ間）、 

☐デジタル貿易に係る規律の導入、 

☐その他 

3. ☐その他 ☐オンライン商品クロスボーダー免税額引き上げ（カナダ

C$150、メキシコUS$117）、 

☐医薬品特許（8年から10年へ）、著作権（著作者の死後50

年から70年へ）の保護期間延長（カナダ）、 

☐乳製品市場へのアクセス拡大、乳価区分のクラス6、クラ

ス7区分の廃止（カナダ）、 

☐その他（具体的に：                 ） 

*1 USMCAサイドレター 

 

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/USMCA/Text/MX-

US_Side_Letter_on_232.pdf 

 

*2 USMCA 第 2章別添 2-C 

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/USMCA/Text/02_National_Treatme

nt_and_Market_Access.pdf 

 

 

設問 27 米国・メキシコ・カナダ協定案（USMCA）の発効に向けて、貴社がどのような対応策を検

討、または講じているのか、見通しも含め下記からお選びいただき、ご記入下さい。なお、貴社管

轄地域についてのみご回答ください。【複数回答可】 

調達先、生産地、販売先の変更がある場合、変更前と変更後の具体的な国・地域名【複数回答可】

についてお答えください。  

※メキシコを含まない第三国間での生産地・調達先の移管については、全て「調達先の一部または

全部変更」i)でご回答ください。（例：中国の工場をメキシコに移管した場合は「生産地の移管」、

中国の工場をベトナムに移管し、ベトナムから調達した場合は「調達先の変更」とお答えくださ

い。） 

 

対応策【複数回答可】 変化 

変更前 

（国・地域

名） 

変更後 

（国・地域名） 

【複数回答可】 

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/USMCA/Text/02_National_Treatment_and_Market_Access.pdf
https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/USMCA/Text/02_National_Treatment_and_Market_Access.pdf
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７．その他 

 

設問28 貴社では貴国での初期投下資本を回収できましたか。【必須回答】 

☐ はい ☐ いいえ ☐ わからない（資本形態の変更などにより） 

〔⇒設問29へ〕 〔⇒設問30へ〕 〔⇒設問31へ〕 

 

設問29 設問28で「はい」を選択した場合、初期投下資本の回収にどのくらいの時間がかかりまし

たか。【必須回答】 

☐ 3年以内 

【複数回答

可】 

i)調達先の一部 

または全部変更 

☐ 一部 (1%～10%未満)  

☐ 一部 (10%以上～30%未満) 

☐ 一部 (30%以上～100%未満) 

☐ 全部 

（    ） （    ） 

ii)生産地の一部または全部を 

他拠点からメキシコに移管 

☐ 一部 (1%～10%未満)  

☐ 一部 (10%以上～30%未満) 

☐ 一部 (30%以上～100%未満) 

☐ 全部 

（    ） （※メキシコ） 

iii)生産地の一部または全部

をメキシコから他拠点に移管 

☐ 一部 (1%～10%未満)  

☐ 一部 (10%以上～30%未満) 

☐ 一部 (30%以上～100%未満) 

☐ 全部 

（※メキシコ） （    ） 

iv)販売価格の調整 
引き上げ  引き下げ   

☐         ☐      
 

v)販売先の一部 

または全部変更 

☐ 一部 (1%～10%未満)  

☐ 一部 (10%以上～30%未満) 

☐ 一部 (30%以上～100%未満) 

☐ 全部 

（      

） 

（      

） 

vi)追加投資判断の決定 ☐  

vii)メキシコ事業からの撤退 ☐  

viii)その他 ☐ ( 具体的に：         ) 

ix )何も変更しない ☐ 
  

x)分からない ☐ 
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☐ 4年～6年 
☐ 7年以上 
☐ わからない 

〔⇒設問32へ〕 

 

設問30 設問29で「いいえ」を選択した場合、初期投下資本を回収できる見込みは今後何年でしょ

うか。【必須回答】 

☐ 2年以内 
☐ 3年～5年 
☐ 6年～10年 
☐ 11年～15年 
☐ 16年以上 
☐ わからない、見込みが立っていない 

〔⇒設問31へ〕 

 

設問31 初期投下資本の回収見込み期間につき、ビジネス環境面で何か阻害要因があるのであれば

ご記載ください。【任意回答】 

（                                      ） 

 

8．【通商環境の変化の影響】 

 

設問 32 通商環境の変化が与える現時点の影響（貴社の現地事業）の有無とその主な対象を教えてくださ
い。また、具体的にどのような政策に影響を受けるのか、お選びください。 

 
 

※事務コストとは「拠点・サプライチェーン変更に関する対応するための人件費や、適用除外申請・公聴会用の

☐ 1) マイナスの影響がある 

影響の及ぶ主な

対象 

【複数回答可】 

☐ 国内売上（現地市場での売上）  ☐ 調達・輸入コスト  ☐ 生産コスト  ☐ 

事務コスト（※） 

☐ 海外売上（輸出での売上）     ☐ 投資の減少   ☐ その他

（                 ） 

☐ 2) プラスの影響がある 

影響の及ぶ主な

対象 

【複数回答可】 

☐ 国内売上（現地市場での売上）  ☐ 調達・輸入コスト  ☐ 生産コスト  ☐ 

事務コスト（※） 

☐ 海 外 売 上 （ 輸 出 で の 売 上 ）    ☐ 投 資 の 増 加   ☐ そ の 他

（                 ） 

☐ 3) プラスとマイナスの影響がある 

プラスの影響の

及ぶ主な対象 

【複数回答可】 

☐ 国内売上（現地市場での売上）  ☐ 調達・輸入コスト  ☐ 生産コスト  ☐ 

事務コスト（※） 

☐ 海外売上（輸出での売上）     ☐ 投資の増加   ☐ その他

（                 ） 

マイナスの影響

の及ぶ主な対象 

【複数回答可】 

☐ 国内売上（現地市場での売上）  ☐ 調達・輸入コスト  ☐ 生産コスト  ☐ 

事務コスト（※） 

☐ 海外売上（輸出での売上）     ☐ 投資の減少   ☐ その他

（                 ） 

☐ 4) 影響はない 

☐ 5) 分からない 
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資料作成などを弁護士に委託する際に係るコスト」を指します。 
 
 
☐ 1) 米国の鉄鋼・アルミニウムを対象とした追加関税賦課（通商拡大法 232条）  
☐ 2) 1）に対する各国・地域の報復関税 
☐ 3) 米国の通商法 301条に基づく追加関税（具体的に：☐第 1弾 ☐第 2弾 ☐第 3弾 ☐わか

らない） 
☐ 4) 米国の通商法 301条に基づく追加関税 第 4弾 
☐ 5) 中国の米国に対する報復関税（通商法 301条に対する対抗措置） 

（具体的に：☐第 1弾 ☐第 2弾 ☐第 3弾 ☐わからない ） 
☐ 6) 米国の輸出管理・投資規制強化 
☐ 7) 米国の自動車・自動車部品の輸入安全保障調査（通商拡大法 232条）に基づく措置 
☐ 8) その他（具体的に：                  ） 
☐ 9) わからない 

 
設問 33 通商環境の変化が与える今後の影響（貴社の現地事業）の有無とその主な対象を教えてください。

また、具体的にどのような政策に影響を受けるのか、お選びください。 

 
 

※事務コストとは「拠点・サプライチェーン変更に関する対応するための人件費や、適用除外申請・公聴会用の
資料作成などを弁護士に委託する際に係るコスト」を指します。 
 
 
☐ 1) 米国の鉄鋼・アルミニウムを対象とした追加関税賦課（通商拡大法 232条）  
☐ 2) 1）に対する各国・地域の報復関税 
☐ 3) 米国の通商法 301条に基づく追加関税 

（具体的に：☐第 1弾 ☐第 2弾 ☐第 3弾 □わからない） 
☐ 4) 米国の通商法 301条に基づく追加関税 第 4弾 
☐ 5) 中国の米国に対する報復関税（通商法 301条に対する対抗措置） 

（具体的に：☐第 1弾 ☐第 2弾 ☐第 3弾 ☐わからない ） 
☐ 6) 米国の輸出管理・投資規制強化 

☐ 1) マイナスの影響がある 

影響の及ぶ主な

対象 

【複数回答可】 

☐ 国内売上（現地市場での売上）  ☐ 調達・輸入コスト  ☐ 生産コスト  ☐ 

事務コスト（※） 

☐ 海外売上（輸出での売上）     ☐ 投資の減少   ☐ その他

（                 ） 

☐ 2) プラスの影響がある 

影響の及ぶ主な

対象 

【複数回答可】 

☐ 国内売上（現地市場での売上）  ☐ 調達・輸入コスト  ☐ 生産コスト  ☐ 

事務コスト（※） 

☐ 海 外 売 上 （ 輸 出 で の 売 上 ）    ☐ 投 資 の 増 加   ☐ そ の 他

（                 ） 

☐ 3) プラスとマイナスの影響がある 

プラスの影響の

及ぶ主な対象 

【複数回答可】 

☐ 国内売上（現地市場での売上）  ☐ 調達・輸入コスト  ☐ 生産コスト  ☐ 

事務コスト（※） 

☐ 海外売上（輸出での売上）     ☐ 投資の増加   ☐ その他

（                 ） 

マイナスの影響

の及ぶ主な対象 

【複数回答可】 

☐ 国内売上（現地市場での売上）  ☐ 調達・輸入コスト  ☐ 生産コスト  ☐ 

事務コスト（※） 

☐ 海外売上（輸出での売上）     ☐ 投資の減少   ☐ その他

（                 ） 

☐ 4) 影響はない 

☐ 5) 分からない 
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☐ 7) 米国の自動車・自動車部品の輸入安全保障調査（通商拡大法 232条）に基づく措置 
☐ 8) その他（具体的に：                  ） 
☐ 9) わからない 
 
 
設問 34  通商環境の変化に対し貴社がどのような対応策を検討しているか、または現時点で講じている

のか、見通しも含め下記からお選びいただき、ご記入下さい。なお、貴社管轄地域についてのみ
ご回答ください。 

 
34-(1) 生産地の移管（新設、閉鎖含む） 
 
生産地の移管 
（実施済含む） 

☐ あり    ☐ なし      ☐ わからない 

移管開始時期 ☐ 開始済 ☐ 年内 ☐ 20年上半期 ☐ 20年下半期 ☐ 21年以降 ☐ わからない 
生産移管の期間 ☐ 一時的   ☐ 中長期的    ☐ わからない 
生産移管の規模 ☐ 一部 (1%～10%未満)  ☐ 一部 (10%以上～30%未満)   ☐ 一部 (30%以上～100%未

満) ☐ 全部 
主な生産移管元 
【複数回答可】 

☐ 所在国・地域 ☐ 日本 ☐ 中国 ☐ 香港 ☐ 台湾 ☐ 韓国 ☐ シンガポール 
☐ タイ ☐ マレーシア ☐ インドネシア ☐ フィリピン ☐ ベトナム ☐ イン
ド 
☐ 米国 ☐ カナダ ☐ メキシコ ☐ ブラジル ☐ トルコ ☐ 南アフリカ共和国 
☐ 英国 ☐ フランス ☐ ドイツ ☐ チェコ ☐ ポーランド ☐ その他
（    ）   
☐ 移管元なし（新規生産拠点の立ち上げ） 
 

主な生産移管先 
【複数回答可】 

☐ 所在国・地域 ☐ 日本 ☐ 中国 ☐ 香港 ☐ 台湾 ☐ 韓国 ☐ シンガポール 
☐ タイ ☐ マレーシア ☐ インドネシア ☐ フィリピン ☐ ベトナム  
□インド 
☐ 米国 ☐ カナダ ☐ メキシコ ☐ ブラジル ☐ トルコ ☐ 南アフリカ共和国 
☐ 英国 ☐ フランス ☐ ドイツ ☐ チェコ ☐ ポーランド ☐ その他
（    ） 
☐ 生産拠点の閉鎖 
 

（注）調達先となっている自社グループの生産地の変更は、調達先の変更として回答下さい。 

 
34-(2) 調達先の変更（新規開始、打ち切り含む） 
 
調達先の変更（実
施済含む） 

☐ あり    ☐ なし      ☐ わからない 

変更開始時期 ☐ 開始済 ☐ 年内 ☐ 20年上半期 ☐ 20年下半期 ☐ 21年以降 ☐ わからない 
調達先変更の期
間 

☐ 一時的   ☐ 中長期的    ☐ わからない 

調達先変更の規
模 

☐ 一部 (1%～10%未満)  ☐ 一部 (10%以上～30%未満)   ☐ 一部 (30%以上～100%未
満) ☐ 全部  

変更前の主な調
達先 
【複数回答可】 

☐ 所在国・地域 ☐ 日本 ☐ 中国 ☐ 香港 ☐ 台湾 ☐ 韓国 ☐ シンガポール 
☐ タイ ☐ マレーシア ☐ インドネシア ☐ フィリピン ☐ ベトナム 
□インド 
☐ 米国 ☐ カナダ ☐ メキシコ ☐ ブラジル ☐ トルコ ☐ 南アフリカ共和国 
☐ 英国 ☐ フランス ☐ ドイツ ☐ チェコ ☐ ポーランド ☐ その他
（    ）   
☐ 調達先なし（新たに調達を開始） 
 

変更後の主な調
達先 
【複数回答可】 

☐ 所在国・地域 ☐ 日本 ☐ 中国 ☐ 香港 ☐ 台湾 ☐ 韓国 ☐ シンガポール 
☐ タイ ☐ マレーシア ☐ インドネシア ☐ フィリピン ☐ ベトナム 
□インド 
☐ 米国 ☐ カナダ ☐ メキシコ ☐ ブラジル ☐ トルコ ☐ 南アフリカ共和国 
☐ 英国 ☐ フランス ☐ ドイツ ☐ チェコ ☐ ポーランド ☐ その他
（    ） 
☐ 調達を打ち切り 
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（注）調達先となっている自社グループの生産地の変更は、調達先の変更として回答下さい。 

 
34-(3) 販売先の変更（新規開始、打ち切り含む） 
 
販売先の変更 
（実施済含む） 

☐ あり    ☐ なし      ☐ わからない 

変更開始時期 ☐ 開始済 ☐ 年内 ☐ 20年上半期 ☐ 20年下半期 ☐ 21年以降 ☐ わからない 
販売先変更の期
間 

☐ 一時的   ☐ 中長期的    ☐ わからない 

販売先変更の規
模 

☐ 一部 (1%～10%未満)  ☐ 一部 (10%以上～30%未満)   ☐ 一部 (30%以上～100%未
満) ☐ 全部 

変更前の主な販
売先 
【複数回答】 

☐ 所在国・地域 ☐ 日本 ☐ 中国 ☐ 香港 ☐ 台湾 ☐ 韓国 ☐ シンガポール 
☐ タイ ☐ マレーシア ☐ インドネシア ☐ フィリピン ☐ ベトナム 
□インド 
☐ 米国 ☐ カナダ ☐ メキシコ ☐ ブラジル ☐ トルコ ☐ 南アフリカ共和国 
☐ 英国 ☐ フランス ☐ ドイツ ☐ チェコ ☐ ポーランド ☐ その他
（    ） 
☐ 販売先なし（新たに販売を開始） 
 

変更後の主な販
売先 
【複数回答】 

☐ 所在国・地域 ☐ 日本 ☐ 中国 ☐ 香港 ☐ 台湾 ☐ 韓国 ☐ シンガポール 
☐ タイ ☐ マレーシア ☐ インドネシア ☐ フィリピン ☐ ベトナム 
□インド 
☐ 米国 ☐ カナダ ☐ メキシコ ☐ ブラジル ☐ トルコ ☐ 南アフリカ共和国 
☐ 英国 ☐ フランス ☐ ドイツ ☐ チェコ ☐ ポーランド ☐ その他
（    ） 
☐ 販売を打ち切り 
  

 
34-(4) その他の対応策（具体的にご記載ください）【自由記述】 
 
（具体的な対応策：                                 ） 

 
 
設問 35 通商環境の変化に対応するため、日本政府に対してどのような支援を期待しますか？【複数回答】 
 
☐ 1) 貿易投資制限的措置に関する情報提供（提供してほしい情報：  ） 
☐ 2) サプライチェーンの変更に係る補助や支援（具体的な支援内容：  ） 
☐ 3) 生産移管先における現地人材育成 
☐ 4) 生産移管に伴う現地政府との調整への支援（移管元政府、移管先政府） 
☐ 5) その他（具体的に：                  ） 
☐ 6) 現時点では特になし 

 

9．【メルコスール通商協定に関する日系企業への影響】 

設問 36 日本とメルコスールの通商協定はありませんが、仮に協議が開始した際、期待することは何です

か。具体的に抱えている問題と共に記述ください。 

例：・医療機器等の輸入および製造販売に必要なブラジル独自の基準認証(ANVISA)について、日本や米国な

どの認証との同等性を認めてほしい。 

 

  ・通関において、担当官により求める書類や記載内容が異なるなど手続きが不透明であるため、透明化

を期待する。 

 

  ・原産地規則では、それぞれの国で調達した原産部材のみならず生産行為（付加価値）も原産性の判定

に加えることを可能とする累積制度としてほしい。加えて、関税分類変更基準の適用も認めてほし
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い。 

 

  ・原産地規則を満たすため、締結国同士が共通して FTA を発効している第三国で製造されたものを、

付加価値として累積できる(原産価格として加える)、いわゆる拡張累積（extended cumulation）も

認めてほしい。 

   ※日メルコスール FTA において拡張累積が認められた場合、日本と FTA を締結しているメキシコで

の製造品を付加価値として累積できる可能性があります。メキシコ・メルコスール経済補完協定

(ACE)53号は現在、関税削減対象品目を引き上げる交渉がなされており、これが実質的な FTAの水準

まで引き上げられ、締結、発効すれば、例えば、日本からメルコスールに輸出する部品の付加価値

と、メキシコ製造部品の付加価値とを合算することができるようになる可能性があります。 

 

   ・原産地規則を満たしたことを証明する原産地証明書については、輸出者による自己証明制度とし

てほしい（あるいは、政府や商工会議所など第三者オーソリティーによる発給方式としてほしい） 

 

(                                     ) 

 

９．オープンイノベーションへのご関心について（在ブラジル企業のみ） 

設問 37 スタートアップ企業とのオープンイノベーションに関心はありますか。 

☐ はい 

☐ いいえ 

 

設問 38 ブラジルのイノベーション領域で実現したい項目をお選びください。（複数回答可） 

☐スタートアップへの出資・買収 

☐製品・サービスのマーケティング強化 

☐研究開発の付加価値創造 

☐スタートアップ企業との製品・サービスの共同開発 

☐スタートアップ企業による新ビジネスモデルの活用 

☐既存ビジネスの生産性向上（非効率の改善） 

☐既存ビジネスのコスト削減 

☐その他（                   ） 

 

設問 39 オープンイノベーションを進めるため、どのようなことを行っていますか。 

☐社内検討のみであり、まだ何ら開始していない。 

☐エコシステムとの協業なしで内部プロジェクトを実施  

☐戦略を構築するためにコンサルタントを採用することについての協議を開始している 

☐プロジェクトを実行するためにコンサルタントファームと契約し進めている。 

☐その他（       ）   
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設問 40 オープンイノベーションに取り組むに際し、現地法人としてどの程度の意思決定が可能です

か？ 

☐投資、協業などすべての意思決定が可能 

☐一定の権限移譲を受けており、ある程度の活動は自由に意思決定できる 

☐一定の権限移譲は受けているものの、その範囲は限られており、基本的には親会社等の承認が 

なくては進めることができない。 

☐一切の活動内容について親会社への事前報告、承認が必要 

☐その他 

 

設問 41 設問 37で「いいえ」と答えた理由を教えてください。 

（                                   ） 

 

ご協力ありがとうございました 


